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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　副鼻腔炎の治療または予防のための薬剤を製造するための、酸化還元電位水溶液の使用
であって、該溶液は少なくとも約２４時間安定であり、かつ該溶液は約６．４から約７．
８のｐＨを有する、使用。
【請求項２】
　酸化還元電位水溶液が少なくとも約１週間安定である、請求項１に記載の使用。
【請求項３】
　酸化還元電位水溶液のｐＨが約７．４から約７．６である、請求項１に記載の使用。
【請求項４】
　酸化還元電位水溶液が、約１０体積％から約５０体積％のカソード水および約５０体積
％から約９０体積％のアノード水を含む、請求項１に記載の使用。
【請求項５】
　酸化還元電位水溶液が、次亜塩素酸、次亜塩素酸イオン、次亜塩素酸ナトリウム、亜塩
素酸イオン、塩化物イオン、溶解塩素ガス、１種以上の超酸化水種、二酸化塩素およびそ
れらの混合物からなる群から選択される少なくとも１種の遊離塩素種を含む、請求項１に
記載の使用。
【請求項６】
　酸化還元電位水溶液が、約１５ｐｐｍから約３５ｐｐｍの次亜塩素酸、約２５ｐｐｍか
ら約５０ｐｐｍの次亜塩素酸ナトリウムを含み、約６．２から約７．８のｐＨであり、か
つ該溶液が少なくとも１週間安定である、請求項１に記載の使用。
【請求項７】
　酸化還元電位水溶液が、約－４００ｍＶから約＋１３００ｍＶの電位を有する、請求項
１に記載の使用。
【請求項８】
　薬剤が、最大約７５％の１種以上の担体を更に含む、請求項１に記載の使用。
【請求項９】
　１種以上の担体が、無菌水、食塩水およびそれらの組み合わせからなる群から選択され
る、請求項８に記載の使用。
【請求項１０】
　薬剤が、抗ヒスタミン剤、充血除去剤、抗感染症剤、抗炎症剤およびそれらの組み合わ
せからなる群から選択される少なくとも１種の更なる治療剤を更に含む、請求項１に記載
の使用。
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